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(57)【要約】
【課題】発光効率が高く、色純度が改善された有機エレクトロルミネセンス素子を得るこ
とができる有機エレクトロニクス用材料を提供すること。
【解決手段】りん光材料、及び前記りん光材料の最大発光波長よりも、吸収末端波長が１
００ｎｍ以上短波長であるポリマー又はオリゴマーを含む有機エレクトロニクス用材料。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　りん光材料、及び前記りん光材料の最大発光波長よりも、吸収末端波長が１００ｎｍ以
上短波長であるポリマー又はオリゴマーを含む有機エレクトロニクス用材料。
【請求項２】
　前記ポリマー又はオリゴマーの多分散度が１．０より大きい請求項１記載の有機エレク
トロニクス用材料。
【請求項３】
　前記ポリマー又はオリゴマーの数平均分子量が１，０００以上１００，０００以下であ
る請求項１又は２記載の有機エレクトロニクス用材料。
【請求項４】
　前記ポリマー又はオリゴマーが１つ以上の重合可能な置換基を有する請求項１～３のい
ずれかに記載の有機エレクトロニクス用材料。
【請求項５】
　前記重合可能な置換基が、オキセタン基、エポキシ基、ビニル基、アクリロイルオキシ
基、又は、メタクリロイルオキシ基のいずれかを含む請求項４記載の有機エレクトロニク
ス用材料。
【請求項６】
　前記ポリマー又はオリゴマーが、前記重合可能な置換基を末端に有する請求項４または
５に記載の有機エレクトロニクス用材料。
【請求項７】
　前記ポリマー又はオリゴマーが、下記一般式（１ａ）～（８ａ）のいずれかで表される
繰り返し単位を有する請求項１～６のいずれかに記載の有機エレクトロニクス用材料。
【化１】

〔式中、Ｒ、Ｒｘ、Ｒｙ、Ｒｚ、Ｒｖ、及びＲｗは、それぞれ独立に－Ｒ１、－ＯＲ２、
－ＳＲ３、－ＯＣＯＲ４、－ＣＯＯＲ５、－ＳｉＲ６Ｒ７Ｒ８、又は下記一般式（９ａ）
～（１１ａ）

【化２】
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（ただし、Ｒ１～Ｒ１１は、それぞれ独立に、水素原子、炭素数１～２２個の直鎖、環状
若しくは分岐アルキル基、又は炭素数２～３０個のアリール基若しくはヘテロアリール基
を表し、ａ、ｂ、及びｃは、１以上の整数を表す。）を表す。ただし、複数のＲｘ、Ｒｙ
、Ｒｚ、Ｒｖ、及びＲｗにおいて、それぞれの少なくとも１つは、水素原子以外の基であ
る。ｘ、ｙ、及びｚは、それぞれ独立に、１～４の整数である。〕
【請求項８】
　前記ポリマー又はオリゴマーが、下記一般式（１２ａ）～（１９ａ）のいずれかで表さ
れる構造を有する請求項１～７のいずれかに記載の有機エレクトロニクス用材料。
【化３】

〔式中、Ｒ、Ｒｘ、Ｒｙ、Ｒｚ、Ｒｖ、及びＲｗは、それぞれ独立に－Ｒ１、－ＯＲ２、
－ＳＲ３、－ＯＣＯＲ４、－ＣＯＯＲ５、－ＳｉＲ６Ｒ７Ｒ８、又は下記一般式（９ａ）
～（１１ａ）

【化４】

（ただし、Ｒ１～Ｒ１１は、それぞれ独立に、水素原子、炭素数１～２２個の直鎖、環状
若しくは分岐アルキル基、又は炭素数２～３０個のアリール基若しくはヘテロアリール基
を表し、ａ、ｂ、及びｃは、１以上の整数を表す。）を表す。ただし、複数のＲｘ、Ｒｙ
、Ｒｚ、Ｒｖ、及びＲｗにおいて、それぞれの少なくとも１つは、水素原子以外の基であ
る。ｘ、ｙ、及びｚは、それぞれ独立に１～４の整数であり、Ａｒは、それぞれ独立に置
換若しくは非置換のアリーレン基及び／又はヘテロアリーレン基、トリアリールアミン誘
導体を表し、Ｅは、重合可能な置換基を含む基を表し、ｎは、２以上の整数である。〕
【請求項９】
　前記一般式（１２ａ）～（１９ａ）におけるｎの数平均が、２～２０である請求項８記
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載の有機エレクトロニクス用材料。
【請求項１０】
　前記りん光材料が、イリジウム錯体又は白金錯体である請求項１～９のいずれかに記載
の有機エレクトロニクス用材料。
【請求項１１】
　さらに重合開始剤を含有してなる請求項１～１０のいずれかに記載の有機エレクトロニ
クス用材料。
【請求項１２】
　請求項１～１１のいずれかに記載の有機エレクトロニクス用材料を用いて作製された有
機エレクトロニクス素子。
【請求項１３】
　請求項１～１１のいずれかに記載の有機エレクトロニクス用材料を用いて作製された有
機エレクトロルミネセンス素子。
【請求項１４】
　少なくとも陽極、発光層及び陰極が積層されてなる有機エレクトロルミネセンス素子で
あって、前記発光層が請求項１～１１のいずれかに記載の有機エレクトロニクス用材料に
より形成された層である有機エレクトロルミネセンス素子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機エレクトロニクス用材料、並びにこれを用いた有機エレクトロニクス素
子及び有機エレクトロルミネセンス素子（以下、有機ＥＬ素子ということもある）に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　有機エレクトロニクス素子は、有機物を用いて電気的な動作を行う素子であり、省エネ
ルギー、低価格、柔軟性といった特長を発揮できると期待され、従来のシリコンを主体と
した無機半導体に替わる技術として注目されている。
【０００３】
　有機エレクトロニクス素子の中でも有機ＥＬ素子は、例えば、白熱ランプ、ガス充填ラ
ンプの代替えとして、大面積ソリッドステート光源用途として注目されている。また、フ
ラットパネルディスプレイ（ＦＰＤ）分野における液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）に置き換
わる最有力の自発光ディスプレイとしても注目されており、製品化が進んでいる。
【０００４】
　有機ＥＬ素子は、有機化合物の薄膜を、陰極と陽極とで挟んだ構成を有しており、薄膜
の形成方法としては、蒸着法と塗布法とに大別される。蒸着法は、主に低分子化合物を用
い、真空中で基板上に薄膜を形成する手法であり、製品化が先行している。一方、塗布法
は、インクジェットや印刷など、溶液を用いて基板上に薄膜を形成する手法であり、材料
の利用効率が高く、大面積化、高精細化に向いており、今後の大画面有機ＥＬディスプレ
イには不可欠な手法である。しかし、どちらの手法を用いた有機ＥＬ素子とも、これまで
の精力的な研究にもかかわらず、その発光効率の低さ、色純度の改善などが問題となって
いる。
【０００５】
　ところで、近年、有機ＥＬ素子の高効率化のため、燐光有機ＥＬ素子の開発が活発に行
われている。この燐光有機ＥＬ素子では、一重項状態のエネルギーのみならず三重項状態
のエネルギーも利用することが可能であり、内部量子収率を原理的には１００％まで上げ
ることが可能となる。
【０００６】
　また、燐光有機ＥＬ素子では、燐光を発するドーパントとして、白金やイリジウムなど
の重金属を含む金属錯体系発光材料を、ホスト材料にドーピングすることで燐光発光を取
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り出す（例えば、非特許文献２、非特許文献３、非特許文献４参照）。この燐光ドーパン
トの発光には、ホスト材料に対する依存性がある。ホスト材料に必要とされる基本性能と
しては、正孔輸送性及び電子輸送性を有すること、ホスト材料の三重項状態エネルギーレ
ベルが高いことなどが挙げられ、一般にはＣＢＰ（４，４’－Ｂｉｓ（Ｃａｒｂａｚｏｌ
－９－ｙｌ）－ｂｉｐｈｅｎｙｌ）などのカルバゾールの誘導体が好適に用いられている
（例えば、特許文献２参照）。しかし、ＣＢＰのような電荷輸送材料は、結晶化しやすく
、塗布法による成膜は困難であった。一方、塗布法による有機ＥＬ素子では、ポリフルオ
レン誘導体やポリパラフェニレンビニレン（ＰＰＶ）誘導体などが広く用いられているが
、これらは３重項状態のエネルギーレベルが低く、燐光有機ＥＬ素子のホスト材料として
は不十分であった。
【０００７】
　また、その一方で、有機ＥＬ素子の発光効率の低さに加え、素子寿命の短さも問題にな
っており、これらを解決する一つの手段として、蒸着法による有機ＥＬ素子の多層化が行
われている。図１に多層化された有機ＥＬ素子の一例を示す。図１において、発光を担う
層を発光層１、それ以外の層を有する場合、陽極２に接する層を正孔注入層３、陰極４に
接する層を電子注入層５と記述する。さらに、発光層１と正孔注入層３の間に異なる層が
存在する場合、正孔輸送層６と記述、また発光層１と電子注入層５の間に異なる層が存在
する場合、電子輸送層７と記述する。なお、図１において、８は基板である。
【０００８】
　ここで、蒸着法によって製膜を行う場合、用いる化合物を順次変更しながら蒸着を行う
ことで容易に多層化が達成できる。一方、塗布法によって製膜、多層化する場合には、新
たな層を製膜する際に既に製膜した層が変化しないような方法が必要である。そこで、塗
布法による有機ＥＬ素子の多くは、水分散液を用いて製膜を行うポリチオフェン：ポリス
チレンスルホン酸（ＰＥＤＯＴ：ＰＳＳ）からなる正孔注入層、トルエン等の芳香族系有
機溶媒を用いて製膜を行う発光層の２層構造を有している。この場合、ＰＥＤＯＴ：ＰＳ
Ｓ層はトルエンに溶解しないため、２層構造を作製することが可能となっている。
【０００９】
　塗布法による有機ＥＬ素子でさらなる多層化が困難であったのは、類似溶媒で積層を行
った場合に下層が溶解してしまうことが原因である。この問題に対処するために、重合可
能な置換基を有する低分子化合物を塗布後、重合させることにより溶解度を変化させ、多
層構造を形成する技術が知られている（例えば、非特許文献１、特許文献１参照）。しか
しながら、低分子化合物は結晶化しやすい傾向があり、良質な薄膜を形成しにくいという
問題があった。
【００１０】
　これらの問題を解決するために、大面積でも製膜が容易な塗布法により良質な薄膜（有
機層）を形成し、なおかつ多層化により各層の機能を分離することによって、発光効率及
び発光寿命を向上させることが求められている。
【００１１】
【特許文献１】特開２００６－２７９００７号公報
【特許文献２】特開２００３－０６８４６６号公報
【非特許文献１】廣瀬健吾、熊木大介、小池信明、栗山晃、池畑誠一郎、時任静士、第５
３回応用物理学関係連合講演会、２６ｐ－ＺＫ－４（２００６）
【非特許文献２】Ｍ．Ａ．Ｂａｌｄｏ　ｅｔ　ａｌ．，Ｎａｔｕｒｅ，ｖｏｌ．３９５，
ｐ．１５１（１９９８）
【非特許文献３】Ｍ．Ａ．Ｂａｌｄｏ　ｅｔ　ａｌ．，Ａｐｌｌｉｅｄ　Ｐｈｙｓｉｃｓ
　Ｌｅｔｔｅｒｓ，ｖｏｌ．７５，ｐ．４（１９９９）
【非特許文献４】Ｍ．Ａ．Ｂａｌｄｏ　ｅｔ　ａｌ．，Ｎａｔｕｒｅ，ｖｏｌ．４０３，
ｐ．７５０（２０００）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
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【００１２】
　上記問題に鑑み、本発明は、発光効率が高く、色純度が改善された有機エレクトロルミ
ネセンス素子を得ることができる有機エレクトロニクス用材料を提供することを目的とす
る。また、さらに、必要に応じ、発光効率が高く、長寿命である有機エレクトロルミネセ
ンス素子を得ることができる有機エレクトロニクス用材料を提供することを目的とする。
　さらに、本発明は、上記の有機エレクトロニクス用材料を用いることにより、発光効率
が高く、色純度に優れ、さらには、長寿命である有機エレクトロニクス素子、特に有機エ
レクトロルミネセンス素子を得ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明者らは、鋭意検討した結果、りん光材料と、前記りん光材料の最大発光波長より
も、吸収末端波長が１００ｎｍ以上短波長であるポリマー又はオリゴマーとを含む混合物
が、有機ＥＬ素子の高効率化、また、色純度の改善に適した有機エレクトロニクス用材料
であることを見出し、本発明を完成させるに至った。
　すなわち、本発明は、りん光材料、及び前記りん光材料の最大発光波長よりも、吸収末
端波長が１００ｎｍ以上短波長であるポリマー又はオリゴマーを含む有機エレクトロニク
ス用材料に関する。
　前記ポリマー又はオリゴマーの多分散度は、１．０より大きいことが好ましく、また、
前記ポリマー又はオリゴマーの数平均分子量は、１，０００以上１００，０００以下であ
ることが好ましい。
　また、本発明者らは、前記ポリマー又はオリゴマーが重合性置換基を有する場合、重合
反応によって溶解度が変化するために、塗布法により容易に、生産性よく、膜の多層化が
可能であることを見出した。
　したがって、本発明の一態様においては、前記ポリマー又はオリゴマーは、１つ以上の
重合可能な置換基を有する。前記重合可能な置換基として、例えば、オキセタン基、エポ
キシ基、ビニル基、アクリロイルオキシ基、又は、メタクリロイルオキシ基などを挙げる
ことができる。前記重合可能な置換基は、好ましくは、前記ポリマー又はオリゴマーの末
端に存在する。
　本発明の一態様においては、前記ポリマー又はオリゴマーは、下記一般式（１ａ）～（
８ａ）のいずれかで表される繰り返し単位を有する。
【化１】
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〔式中、Ｒ、Ｒｘ、Ｒｙ、Ｒｚ、Ｒｖ、及びＲｗは、それぞれ独立に－Ｒ１、－ＯＲ２、
－ＳＲ３、－ＯＣＯＲ４、－ＣＯＯＲ５、－ＳｉＲ６Ｒ７Ｒ８、又は下記一般式（９ａ）
～（１１ａ）
【化２】

（ただし、Ｒ１～Ｒ１１は、それぞれ独立に、水素原子、炭素数１～２２個の直鎖、環状
若しくは分岐アルキル基、又は炭素数２～３０個のアリール基若しくはヘテロアリール基
を表し、ａ、ｂ、及びｃは、１以上の整数を表す。）を表す。ただし、複数のＲｘ、Ｒｙ
、Ｒｚ、Ｒｖ、及びＲｗにおいて、それぞれの少なくとも１つは、水素原子以外の基であ
る。ｘ、ｙ、及びｚは、それぞれ独立に、１～４の整数である。〕
　また、本発明の一態様においては、前記ポリマー又はオリゴマーは、下記一般式（１２
ａ）～（１９ａ）のいずれかで表される構造を有する。
【化３】

〔式中、Ｒ、Ｒｘ、Ｒｙ、Ｒｚ、Ｒｖ、及びＲｗは、それぞれ独立に－Ｒ１、－ＯＲ２、
－ＳＲ３、－ＯＣＯＲ４、－ＣＯＯＲ５、－ＳｉＲ６Ｒ７Ｒ８、又は下記一般式（９ａ）
～（１１ａ）

【化４】
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（ただし、Ｒ１～Ｒ１１は、それぞれ独立に、水素原子、炭素数１～２２個の直鎖、環状
若しくは分岐アルキル基、又は炭素数２～３０個のアリール基若しくはヘテロアリール基
を表し、ａ、ｂ、及びｃは、１以上の整数を表す。）を表す。ただし、複数のＲｘ、Ｒｙ
、Ｒｚ、Ｒｖ、及びＲｗにおいて、それぞれの少なくとも１つは、水素原子以外の基であ
る。ｘ、ｙ、及びｚは、それぞれ独立に１～４の整数であり、Ａｒは、それぞれ独立に置
換若しくは非置換のアリーレン基及び／又はヘテロアリーレン基、トリアリールアミン誘
導体を表し、Ｅは、重合可能な置換基を含む基を表し、ｎは、２以上の整数である。〕
　前記一般式（１２ａ）～（１９ａ）において、ｎの数平均は、２～２０であることが好
ましい。
　また、本発明においては、前記りん光材料の例として、イリジウム錯体又は白金錯体を
挙げることができる。
　さらに、本発明の有機エレクトロニクス用材料は、重合開始剤を含有していてもよい。
　また、本発明は、上記の有機エレクトロニクス用材料を用いて作製された有機エレクト
ロニクス素子または有機エレクトロルミネセンス素子に関する。
　前記有機エレクトロルミネセンス素子の態様としては、例えば、少なくとも陽極、発光
層及び陰極が積層されてなる有機エレクトロルミネセンス素子であって、前記発光層が上
記の有機エレクトロニクス用材料により形成された層である有機エレクトロルミネセンス
素子がある。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、発光効率が高く、色純度が改善された有機エレクトロルミネセンス素
子を得ることができる有機エレクトロニクス用材料を提供することが可能となる。また、
さらに、本発明の一態様によれば、発光効率が高く、長寿命である有機エレクトロルミネ
センス素子を得ることができる有機エレクトロニクス用材料を提供することが可能となる
。
　さらに、本発明によれば、上記の有機エレクトロニクス用材料を用いることにより、発
光効率が高く、色純度に優れ、さらには、長寿命である有機エレクトロニクス素子、特に
有機エレクトロルミネセンス素子を得ることが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　本発明の有機エレクトロニクス用材料は、りん光材料と、当該りん光材料の最大発光波
長よりも、吸収末端波長が１００ｎｍ以上短波長であるポリマー又はオリゴマーとを含む
。以下、ポリマー又はオリゴマー、及びりん光材料について詳細に説明する。
【００１６】
　本発明で用いるポリマー又はオリゴマーは、りん光材料の最大発光波長よりも、吸収末
端波長が１００ｎｍ以上短波長であることを特徴とする。ここで、りん光材料の最大発光
波長とは、りん光材料を光励起した場合の発光スペクトルの発光強度が最大となる波長で
ある。光励起には、例えば、２５０ｎｍの紫外光を用いることができる。また、吸収末端
波長とは、ポリマー又はオリゴマーの吸収スペクトルにおいて、ポリマー又はオリゴマー
の吸収がほぼ消失する最大波長（吸収波長の最大値）であり、図２のように、吸収スペク
トルの接線と、ベースラインとの交点の波長で定義することができる。なお、本発明にお
いて、吸収スペクトルの接線は、吸収スペクトルの最大波長側から数えて１つ目のピーク
に対し、吸収強度が１／２となる点における接線とする。また、本発明において、吸収末
端波長は、ポリマー又はオリゴマーが示す吸収波長の最大値であり、吸収スペクトルの測
定範囲は、ポリマー又はオリゴマーに応じて適宜設定するものとする。本発明においては
、吸収末端波長は、例えば、２５０ｎｍから４５０ｎｍの波長範囲において観察される吸
収波長の最大値とすることができる。
【００１７】
　また、本発明で用いるポリマー又はオリゴマーは、りん光材料の最大発光波長よりも、
吸収末端波長が１００ｎｍ以上短波長のものであれば使用可能であるが、色純度を改善す
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るため可能な限り短波長側のものであることが好ましい。具体的には、りん光材料の最大
発光波長よりも、ポリマー又はオリゴマーの吸収末端波長が、１２０ｎｍ以上短波長であ
ることがより好ましく、１４０ｎｍ以上短波長であることが最も好ましい。また、ポリマ
ー又はオリゴマーの吸収末端波長とりん光材料の最大発光波長との差の上限は特に限定さ
れないが、有機ＥＬ素子に適用した場合の素子寿命の観点から、３５０ｎｍ以下であるこ
とが好ましい。
【００１８】
　ポリマー又はオリゴマーの吸収末端波長とりん光材料の最大発光波長との差が１００ｎ
ｍ以上となる組み合わせは、ポリマー又はオリゴマーの吸収末端波長とりん光材料の最大
発光波長とを測定することにより、適宜選択することが可能である。
【００１９】
　また、本発明で用いるポリマー又はオリゴマーは、製膜安定性を高めるため、多分散度
を制御することが好ましい。多分散度の範囲は、１．０より大きいことが好ましく、１．
１以上５．０以下がより好ましく、１．２以上３．０以下が最も好ましい。多分散度が小
さすぎると、成膜後に凝集しやすくなる傾向がある。なお、ポリマー又はオリゴマーの多
分散度は、ゲル浸透クロマトグラフィーを用いて、ポリスチレン換算で測定したときの（
重量平均分子量／数平均分子量）のことである。
【００２０】
　また、本発明で用いるポリマー又はオリゴマーは、吸収末端波長と製膜安定性を両立さ
せるため、その数平均分子量が特定範囲に制御されたものであることが好ましい。数平均
分子量の範囲は、１，０００以上１００，０００以下であることが好ましく、１，０００
以上１０，０００以下であることがより好ましい。分子量が１，０００未満であると製膜
安定性が低下する傾向があり、１００，０００を超えると吸収末端波長が長波長化する傾
向がある。また、後述する重合性を有する置換基を導入した場合、数平均分子量が大きす
ぎると、重合反応を行っても溶解度の変化が小さく、積層化が困難になる場合がある。な
お、ポリマー又はオリゴマーの数平均分子量は、ゲル浸透クロマトグラフィーを用いて、
ポリスチレン換算で測定したときの数平均分子量のことである。
【００２１】
　また、本発明で用いるポリマー又はオリゴマーは、吸収末端波長を短波長化するため、
繰り返し単位として、ｍ－フェニレン基、又は、隣接する繰り返し単位との結合位置の少
なくとも１つのオルト位に、水素原子以外の置換基を有する芳香環を含む基を有している
ことが好ましい。このような繰り返し単位の例として、例えば、下記一般式（１ａ）～（
５ａ）が挙げられる。
【化５】

〔式中、Ｒ、Ｒｘ、及びＲｙは、それぞれ独立に－Ｒ１、－ＯＲ２、－ＳＲ３、－ＯＣＯ
Ｒ４、－ＣＯＯＲ５、－ＳｉＲ６Ｒ７Ｒ８、又は（９ａ）～（１１ａ）
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【化６】

（ただし、Ｒ１～Ｒ１１は、それぞれ独立に、水素原子、炭素数１～２２個の直鎖、環状
若しくは分岐アルキル基、又は炭素数２～３０個のアリール基若しくはヘテロアリール基
を表し、ａ、ｂ、及びｃは、１以上の整数、好ましくは１～４の整数を表す。）を表し、
複数のＲｘ及びＲｙにおいて、それぞれのうちの少なくとも１つは、水素原子以外の基で
あり、ｘ、ｙ、及びｚは、それぞれ独立に、１～４の整数である。〕
【００２２】
　特に、隣接する繰り返し単位に含まれる芳香環との間の二面角を増大させることで高エ
ネルギー化させ、りん光材料からの発光を効率化させるという観点から、一般式（４ａ）
又は（５ａ）で表される繰り返し単位が好ましい。
【００２３】
　また、ビフェニレン基、又はターフェニレン基であって、芳香環同士をつなぐ結合位置
のオルト位の少なくとも１つ以上に、水素原子以外の置換基を有する基も、繰り返し単位
として好ましい。このような繰り返し単位の例として、例えば、下記一般式（６ａ）～（
８ａ）が挙げられる。

【化７】

〔式中、Ｒ、Ｒｚ、Ｒｖ、及びＲｗは、それぞれ独立に－Ｒ１、－ＯＲ２、－ＳＲ３、－
ＯＣＯＲ４、－ＣＯＯＲ５、－ＳｉＲ６Ｒ７Ｒ８、又は（９ａ）～（１１ａ）
【化８】

（ただし、Ｒ１～Ｒ１１は、それぞれ独立に、水素原子、炭素数１～２２個の直鎖、環状
若しくは分岐アルキル基、又は炭素数２～３０個のアリール基若しくはヘテロアリール基
を表し、ａ、ｂ、及びｃは、１以上の整数、好ましくは１～４の整数を表す。）を表し、
複数のＲｚ、Ｒｖ、及びＲｗにおいて、それぞれのうちの少なくとも１つは、水素原子以
外の基である。〕
【００２４】
　また、本発明で用いるポリマー又はオリゴマーは、分子内に「重合可能な置換基」を１
つ以上有していてもよい。ここで、上記「重合可能な置換基」とは、重合反応を起こすこ
とにより２分子以上の分子間で結合を形成可能な置換基のことであり、以下、その詳細に
ついて述べる。
【００２５】
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　上記重合可能な置換基としては、炭素－炭素多重結合を有する基（例えば、ビニル基、
アセチレン基、ブテニル基、アクリロイル基、アクリロイルオキシ基、アクリルアミド基
、メタクリロイル基、メタクリロイルオキシ基、メタクリルアミド基、アレーン基、アリ
ル基、ビニルオキシ基、ビニルアミノ基、フリル基、ピロール基、チオフェン基、シロー
ル基等を挙げることができる）、小員環を有する基（例えば、シクロプロピル基、シクロ
ブチル基、エポキシ基、オキセタン基、ジケテン基、エピスルフィド基等）、ラクトン基
、ラクタム基又はシロキサン誘導体を含有する基等が挙げられる。
【００２６】
　また、上記基の他に、エステル結合やアミド結合を形成可能な基の組み合わせなども重
合可能な置換基として利用できる。例えば、エステル基とアミノ基、エステル基とヒドロ
キシル基などの組み合わせである。重合可能な置換基としては、特に、オキセタン基、エ
ポキシ基、ビニル基、アクリロイルオキシ基、メタクリロイルオキシ基が反応性の観点か
ら好ましく、オキセタン基が最も好ましい。
【００２７】
　また、重合可能な置換基は、ポリマー又はオリゴマーの側鎖として導入されていても、
末端に導入されていてもよく、側鎖と末端の両方に導入されていてもよい。特に、末端に
導入されている場合は、ポリマー又はオリゴマー主鎖の特性へ与える影響が小さく、好ま
しい。
【００２８】
　重合可能な置換基がポリマー又はオリゴマーの末端に導入された場合の本発明における
ポリマー又はオリゴマーとしては、例えば、下記一般式（１２ａ）～（１９ａ）が例示さ
れる。
【化９】

〔式中、Ｒ、Ｒｘ、Ｒｙ、Ｒｚ、Ｒｖ、及びＲｗは、それぞれ独立に－Ｒ１、－ＯＲ２、
－ＳＲ３、－ＯＣＯＲ４、－ＣＯＯＲ５、－ＳｉＲ６Ｒ７Ｒ８、又は下記一般式（９ａ）
～（１１ａ）



(12) JP 2008-244462 A 2008.10.9

10

20

30

【化１０】

（ただし、Ｒ１～Ｒ１１は、それぞれ独立に、水素原子、炭素数１～２２個の直鎖、環状
若しくは分岐アルキル基、又は炭素数２～３０個のアリール基若しくはヘテロアリール基
を表し、ａ、ｂ、及びｃは、１以上の整数を表す。）を表す。ただし、複数のＲｘ、Ｒｙ
、Ｒｚ、Ｒｖ、及びＲｗにおいて、それぞれのうちの少なくとも１つは、水素原子以外の
基である。ｘ、ｙ、及びｚは、それぞれ独立に１～４の整数であり、Ａｒは、それぞれ独
立に置換若しくは非置換のアリーレン基及び／又はヘテロアリーレン基、トリアリールア
ミン誘導体を表し、Ｅは、重合可能な置換基を含む基を表し、ｎは、２以上の整数である
。〕
【００２９】
　上記一般式（１２ａ）～（１９ａ）中のＡｒは、それぞれ独立に置換又は非置換のアリ
ーレン基、置換又は非置換のヘテロアリーレン基、置換又は非置換のアリーレン基とヘテ
ロアリーレン基を組み合わせた基、または、置換又は非置換のトリアリールアミン誘導体
を表す。ここで、アリーレン基とは、芳香族炭化水素から水素原子２個を除いた原子団で
あり、ヘテロアリーレン基とは、ヘテロ原子を有する芳香族化合物から水素原子２個を除
いた原子団であり、トリアリールアミン誘導体は、トリアリールアミンから水素原子２個
を除いた原子団（トリアリールアミン残基）である。また、アリーレン基、ヘテロアリー
レン基、またはトリアリールアミン誘導体は、置換又は非置換であってもよい。アリーレ
ン基、ヘテロアリーレン基、またはトリアリールアミン誘導体が有する置換基としては、
例えば、上記一般式（１ａ）～（８ａ）における置換基Ｒが挙げられる。
【００３０】
　アリーレン基としては、例えば、フェニレン、ビフェニル－ジイル、ターフェニル－ジ
イル、ナフタレン－ジイル、アントラセン－ジイル、テトラセン－ジイル、フルオレン－
ジイル、フェナントレン－ジイルなどが挙げられ、ヘテロアリーレン基としては、例えば
、ピリジン－ジイル、ピラジン－ジイル、キノリン－ジイル、イソキノリン－ジイル、ア
クリジン－ジイル、フェナントロリン－ジイル、フラン－ジイル、ピロール－ジイル、チ
オフェン－ジイル、オキサゾール－ジイル、オキサジアゾール－ジイル、チアジアゾール
－ジイル、トリアゾール－ジイル、ベンゾオキサゾール－ジイル、ベンゾオキサジアゾー
ル－ジイル、ベンゾチアジアゾール－ジイル、ベンゾトリアゾール－ジイル、ベンゾチオ
フェン－ジイル、カルバゾール－ジイルなどが挙げられる。また、置換又は非置換であっ
てもよいアリーレン基及び／又はヘテロアリーレン基の例を下記構造式（１）～（３２）
に示す。
【００３１】
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【化１１】

【００３２】
　また、上記一般式（１２ａ）～（１９ａ）において、Ａｒは、溶解度や化学的安定性、
吸収末端波長の観点から、フェニレン基、フルオレン－ジイル基、フェナントレン－ジイ
ル基、縮環構造を有する上記の構造式（２９）、（３０）、カルバゾール基が好ましく、
縮環構造を有する上記の構造式（２９）、（３０）、カルバゾール基がより好ましく、カ
ルバゾール基が最も好ましい。なお、上記構造式（２９）、（３０）におけるｌ、ｍ、ｎ
は１～５の整数であり、２～４が好ましい。
【００３３】
　上記一般式（１ａ）～（８ａ）、（１２ａ）～（１９ａ）の置換基Ｒ等及び上記構造式
（１）～（３２）における置換基Ｒ等としては、特に制限はないが、例えば、－Ｒ１、－
ＯＲ２、－ＳＲ３、－ＯＣＯＲ４、－ＣＯＯＲ５、－ＳｉＲ６Ｒ７Ｒ８又はポリエーテル
である下記一般式（３３）
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【化１２】

（ただし、Ｒ１～Ｒ１１は、それぞれ独立に、水素原子、炭素数１～２２個の直鎖、環状
若しくは分岐アルキル基、又は炭素数２～３０個のアリール基若しくはヘテロアリール基
を表し、ａ、ｂ、及びｃは、それぞれ独立に１以上の整数、好ましくは１～４の整数を表
す。）で表される置換基を挙げることができ、それぞれは同一であっても異なっていても
よい。これらの置換基のうち、Ｒ等としては、それぞれ独立して、未置換のもの、すなわ
ち水素原子であるか又は－Ｒ１で表されるアルキル基、アリール基、ヘテロアリール基が
直接置換したもの、－ＯＲ２で表される水酸基、アルコキシ基、アリールオキシ基、ヘテ
ロアリールオキシ基が、重合反応性及び耐熱性の点から好ましい。
【００３４】
　上記一般式（１２ａ）～（１９ａ）のＥは、例えば、アルキル基、アルコキシ基、アリ
ール基、ヘテロアリール基、カルバゾール基、またはこれらを組み合わせてなる基などに
前述の重合可能な置換基が１つ以上結合した基である。Ｅは同一であっても、異なってい
ても良い。アリール基、ヘテロアリール基としては、例えば、上記一般式（１ａ）～（１
４ａ）におけるＡｒと同様の基が挙げられる。Ｅとして、好ましくはオキセタン基含有基
であり、例えば、一般式（３４）～（４０）が挙げられる。
【化１３】

【００３５】
　また、上記一般式（１２ａ）～（１９ａ）において、繰り返し数ｎの数平均は、２以上
であり、２以上１００以下が好ましく、２以上２０以下がより好ましい。ｎが小さすぎる
と製膜安定性が低下し、大きすぎると重合反応を行っても溶解度の変化が小さく、積層化
が困難になる場合がある。
【００３６】
　本発明で用いるポリマー又はオリゴマーは、種々の当業者公知の合成法により製造でき
る。例えば、各モノマー単位が芳香族環を有し、芳香族環同士を結合させたポリマーを製
造する場合には、ヤマモト（Ｔ．　Ｙａｍａｍｏｔｏ、Ｂｕｌｌ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．Ｊ
ａｐ．，５１巻、７号、２０９１頁（１９７８））及びゼンバヤシ（Ｍ．　Ｚｅｍｂａｙ
ａｓｈｉ、Ｔｅｔ．Ｌｅｔｔ．，４７巻４０８９頁（１９７７））に記載されている方法
を用いることができるが、スズキ（Ａ．　Ｓｕｚｕｋｉ）（Ｓｙｎｔｈｅｔｉｃ　Ｃｏｍ
ｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ，Ｖｏｌ．１１，Ｎｏ．７，ｐ．５１３（１９８１））において
報告されている方法がポリマーの製造には一般的である。
【００３７】
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　この反応は、芳香族ボロン酸（ｂｏｒｏｎｉｃ　ａｃｉｄ）誘導体と芳香族ハロゲン化
物の間でＰｄ触媒化クロスカップリング反応（通常、「鈴木反応」と呼ばれる）を起こさ
しめるものであり、対応する芳香族環同士を結合する反応に用いることにより、本発明で
用いるポリマー又はオリゴマーを製造することができる。また、この反応はＰｄ（ＩＩ）
塩又はＰｄ（０）錯体の形態の可溶性Ｐｄ化合物を必要とする。芳香族反応体を基準とし
て０．０１～５モル％のＰｄ（Ｐｈ３Ｐ）４、３級ホスフィンリガンドとのＰｄ（ＯＡｃ
）２錯体及びＰｄＣｌ２（ｄｐｐｆ）錯体が一般に好ましいＰｄ源である。また、この反
応は塩基も必要とし、水性アルカリカーボネート若しくはバイカーボネートが最も好まし
い。また、相間移動触媒を用いて、非極性溶媒中で反応を促進することもできる。溶媒と
しては、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、トルエン、アニソール、ジメトキシエタン、テ
トラヒドロフラン等が用いられる。
【００３８】
　本発明の有機エレクトロニクス用材料において、りん光材料は、３重項励起状態から発
光を取り出せる物質であり、特に制限はないが、ＩｒやＰｔなどの中心金属を含む金属錯
体などを好適に用いることができる。
【００３９】
　Ｉｒ錯体としては、例えば、緑色発光を行うＩｒ（ｐｐｙ）３（トリス（２－フェニル
ピリジン）イリジウム）（Ｍ．Ａ．Ｂａｌｄｏ　ｅｔ　ａｌ．，Ａｐｌｌｉｅｄ　Ｐｈｙ
ｓｉｃｓ　Ｌｅｔｔｅｒｓ，ｖｏｌ．７５，ｐ．４（１９９９）参照）、Ｉｒ（ｔｐｙ）

３（トリス（２－（４－トリル）ピリジン）イリジウム）又は赤色発光を行う（ｂｔｐ２

）Ｉｒ（ａｃａｃ）（ｂｉｓ（２－（２’－ベンゾ［４，５－α］チエニル）ピリジナー
ト－Ｎ，Ｃ３）イリジウム（アセチル－アセトネート）（Ａｄａｃｈｉ　ｅｔａｌ．，Ａ
ｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．Ｌｅｔｔ．，７８ｎｏ．１１，２００１，１６２２参照）、Ｉｒ（ｐ
ｉｑ）３（トリス（１－フェニルイソキノリン）イリジウム）等が挙げられる。
【００４０】
　Ｐｔ錯体としては、例えば、赤色発光を行う２，３，７，８，１２，１３，１７，１８
－オクタエチル－２１Ｈ，２３Ｈ－フォルフィンプラチナ（ＰｔＯＥＰ）等が挙げられる
。燐光材料は低分子又はデンドライド種、例えば、イリジウム核デンドリマーが使用され
得る。またこれらの誘導体も好適に使用できる。
【００４１】
　りん光材料の配合割合は、ポリマー又はオリゴマーに対して０．１重量％～２０重量％
の範囲であることが好ましく、０．５重量％～１５重量％の範囲であることがより好まし
く、１重量％～１０重量％の範囲であることが最も好ましい。りん光材料の配合割合が０
．１重量％未満であると色純度が低下し、２０重量％を超えると駆動電圧が増大する傾向
がある。
【００４２】
　本発明の有機エレクトロニクス用材料には、上記りん光材料とポリマー又はオリゴマー
の他に、さらに重合開始剤を配合することもできる。この重合開始剤としては、熱、光、
マイクロ波、放射線、電子線等の印加によって、重合可能な置換基を重合させる能力を発
現するものであればよく、特に制限はないが、光照射及び／又は加熱によって重合を開始
させるものであることが好ましく、光照射によって重合を開始させるもの（以後、光開始
剤と記す）であることがより好ましい。
【００４３】
　光開始剤としては、２００ｎｍ～８００ｎｍの光照射によって重合可能な置換基を重合
させる能力を発現するものであればよく、特に制限はないが、例えば、重合可能な置換基
がオキセタン基の場合には、ヨードニウム塩、スルホニウム塩、フェロセン誘導体が反応
性の観点から好ましく、以下の化合物（４１）～（４５）が例示される。
【００４４】
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【化１４】

【００４５】
　また、上記光開始剤は、感光性を向上させるために光増感剤と併用してもよい。光増感
剤としては、例えば、アントラセン誘導体、チオキサントン誘導体が挙げられる。
【００４６】
　また、重合開始剤の配合割合は、有機エレクトロニクス用材料の全重量に対して０．１
重量％～１０重量％の範囲であることが好ましく、０．２重量％～８重量％の範囲である
ことがより好ましく、０．５重量％～５重量％の範囲であることが特に好ましい。重合開
始剤の配合割合が０．１重量％未満であると積層化が困難になる傾向があり、１０重量％
を超えると素子特性が低下する傾向がある。
【００４７】
　また、本発明の有機エレクトロニクス用材料には、電気特性を調整するために、上記ポ
リマー又はオリゴマーの他に、さらにカーボンナノチューブやフラーレンなどの炭素材料
を配合することもできる。
【００４８】
　本発明の有機エレクトロニクス用材料を用いて有機エレクトロニクス素子などに用いら
れる各種の層を形成するためには、例えば、本発明の有機エレクトロニクス用材料を含む
溶液を、例えば、インクジェット法、キャスト法、浸漬法、凸版印刷、凹版印刷、オフセ
ット印刷、平板印刷、凸版反転オフセット印刷、スクリーン印刷、グラビア印刷等の印刷
法、スピンコーティング法などの公知の方法で所望の基体上に塗布した後、光照射や加熱
処理などによりポリマー又はオリゴマーの重合反応を進行させ、塗布層の溶解度を変化（
硬化）させることによって行うことができる。このような作業を繰り返すことで、塗布法
を用いた有機エレクトロニクス素子や有機ＥＬ素子の多層化を図ることが可能となる。
【００４９】
　上記のような塗布方法は、通常、－２０～＋３００℃の温度範囲、好ましくは１０～１
００℃、特に好ましくは１５～５０℃で実施することができ、また上記溶液に用いる溶媒
としては、特に制限はないが、例えば、クロロホルム、塩化メチレン、ジクロロエタン、
テトラヒドロフラン、トルエン、キシレン、メシチレン、アニソール、アセトン、メチル
エチルケトン、酢酸エチル、酢酸ブチル、エチルセロソルブアセテート等を挙げることが
できる。
【００５０】
　また、上記光照射には、低圧水銀灯、中圧水銀灯、高圧水銀灯、超高圧水銀灯、メタル
ハライドランプ、キセノンランプ、蛍光灯、発光ダイオード、太陽光等の光源を用いるこ
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とができる。
【００５１】
　また、上記加熱処理は、ホットプレート上やオーブン内で行うことができ、０～＋３０
０℃の温度範囲、好ましくは２０～２５０℃、特に好ましくは８０～２００℃で実施する
ことができる。
【００５２】
　本発明の有機エレクトロニクス用材料は、単独で、又は、他の材料と混合して有機エレ
クトロニクス素子の機能材料として使用することができる。
【００５３】
　また、本発明の有機エレクトロニクス用材料は、単独で、又は、他の材料と混合して有
機ＥＬ素子の正孔注入層、正孔輸送層、電子ブロック層、発光層、正孔ブロック層、電子
輸送層、電子注入層として使用することができ、発光層として用いることが最も好ましい
。
【００５４】
　本発明の有機エレクトロニクス素子及び有機ＥＬ素子は、本発明の有機エレクトロニク
ス用材料を用いてなる層を備えるものであればよく、その構造などは特に制限はない。な
お、有機ＥＬの一般的な構造は、例えば、米国特許第４，５３９，５０７号明細書、米国
特許第５，１５１，６２９号明細書等に開示されているものがあり、また、ポリマー含有
の有機ＥＬ素子については、例えば、国際公開第９０／１３１４８号パンフレット、欧州
特許出願公開第０４４３８６１号明細書等に開示されている。
【００５５】
　これらは通常、電極の少なくとも１つが透明であるカソード（陰極）とアノード（陽極
）との間に、エレクトロルミネセント層（発光層）を含むものである。さらに、１つ以上
の電子注入層及び／又は電子輸送層がエレクトロルミネセント層（発光層）とカソードと
の間に挿入されているもの、１つ以上の正孔注入層及び／又は正孔輸送層がエレクトロル
ミネセント層（発光層）とアノードとの間に挿入されているものもある。
【００５６】
　上記カソード材料としては、例えば、Ｌｉ、Ｃａ、Ｍｇ、Ａｌ、Ｉｎ、Ｃｓ、Ｂａ、Ｍ
ｇ／Ａｇ、ＬｉＦ、ＣｓＦ等の金属又は金属合金であることが好ましい。アノード材料と
しては、透明基体（例えば、ガラス又は透明ポリマー）上に、金属（例えば、Ａｕ）又は
金属導電率を有する他の材料、例えば、酸化物（例えば、ＩＴＯ：酸化インジウム／酸化
錫）を使用することもできる。
【００５７】
　本発明のエレクトロニクス用材料は、前述のとおり、有機エレクトロニクス素子の正孔
注入層、正孔輸送層、発光層、電子輸送層、電子注入層などとして使用することができる
が、特に有機ＥＬ素子の発光層として用いることが最も好ましい。また、これら層の膜厚
は、特に限定されないが、５～１００ｎｍであることが好ましく、より好ましくは１０～
８０ｎｍ、さらに好ましくは２０～６０ｎｍである。
【００５８】
　本発明において、重合可能な置換基を有する有機エレクトロニクス用材料を用いること
により、良質な薄膜を形成することができる。ここで、良質な薄膜とは、表面平滑性が高
い膜、すなわち、表面粗さが小さい薄膜のことである。表面粗さは、プローブ顕微鏡（Ｓ
ＰＭ）、原子間力顕微鏡（ＡＦＭ）等の分解能の高い顕微鏡を用いることで測定すること
ができる。表面粗さを示す値として、例えば算術平均粗さ（Ｒａ）を用いることができる
。算術平均粗さ（Ｒａ）は、１．０ｎｍ以下が好ましく、０．５ｎｍ以下がより好ましい
。表面平滑性が低いと、一般的に、有機エレクトロニクス素子に適用した場合にショート
や抵抗値の増大を引き起こしやすい傾向があり、素子特性が悪化する場合がある。
【実施例】
【００５９】
　以下、本発明の実施例を説明するが、本発明はこれらに制限するものではない。
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＜重合可能な置換基を有するモノマーの合成＞
（モノマー合成例１）
【化１５】

　丸底フラスコに、３－エチル－３－ヒドロキシメチルオキセタン（５０ｍｍｏｌ）、４
－ブロモベンジルブロミド（５０ｍｍｏｌ）、ｎ－ヘキサン（２００ｍＬ）、テトラブチ
ルアンモニウムブロミド（２．５ｍｍｏｌ）及び５０重量％水酸化ナトリウム水溶液（３
６ｇ）を加え、窒素下、７０℃で６時間加熱撹拌した。
　室温（２５℃）まで冷却後、水２００ｍＬを加え、ｎ－ヘキサンで抽出した。溶媒留去
後、シリカゲルカラムクロマトグラフィーと減圧蒸留によって精製し、重合可能な置換基
を有するモノマーＡを無色油状物として９．５１ｇ得た（収率６７重量％。１Ｈ－ＮＭＲ
（３００ＭＨｚ，ＣＤＣｌ３，δｐｐｍ）；０．８６（ｔ，Ｊ＝７．５Ｈｚ，３Ｈ），１
．７６（ｑ，Ｊ＝７．５Ｈｚ，２Ｈ），３．５７（ｓ，２Ｈ），４．３９（ｄ，Ｊ＝５．
７Ｈｚ，２Ｈ），４．４５（ｄ，Ｊ＝５．７Ｈｚ，２Ｈ），４．５１（ｓ，２Ｈ），７．
２２（ｄ，Ｊ＝８．４Ｈｚ，２Ｈ），７．４７（ｄ，Ｊ＝８．４Ｈｚ，２Ｈ）。
【００６０】
＜重合可能な置換基を有するオリゴマーの合成＞
（オリゴマー合成例１）

【化１６】

　グローブボックス中で、トリス（ジベンジリデンアセトン）ジパラジウム（０）（２５
ｍｍｏｌ）、ｔ－ブチルホスフィン（２００ｍｍｏｌ）及びアニソール（６．２５ｍＬ）
を混合し、Ｐｄ触媒溶液を調製した。
　密閉可能なフッ素樹脂製容器に、４，９－ビス（４，４，５，５－テトラメチル－１，
３，２－ジオキサボロラン－２－イル）－１０ｂ－オクチル－１，２，３，１０ｂ－テト
ラヒドロフルオランテン（０．４ｍｍｏｌ）、Ｎ－フェニル－３，６－ジブロモカルバゾ
ール（０．３２ｍｍｏｌ）、重合可能な置換基を有するモノマーＡ（０．１６ｍｍｏｌ）
、アニソール（３ｍｌ）、１０％水酸化テトラエチルアンモニウム水溶液（８ｍＬ）及び
上記で調製したＰｄ触媒溶液（１ｍＬ）を入れ、窒素雰囲気下で密閉した。
　密閉容器へマイクロ波を照射し、９０℃、１時間加熱撹拌した。反応溶液を抽出、水洗
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３回繰り返し行って精製し、オリゴマーＡを得た。得られたオリゴマーＡの数平均分子量
はポリスチレン換算で３４１４、多分散度は１．５１であった。
【００６１】
（オリゴマー合成例２）
【化１７】

　モノマーとして、１，４－ビス（ピナコルボロラン）－２，５－ビス－ヘキシルオキシ
－ベンゼン（０．４ｍｍｏｌ）、Ｎ－フェニル－３，６－ジブロモカルバゾール（０．３
２ｍｍｏｌ）及び重合可能な置換基を有するモノマーＡ（０．１６ｍｍｏｌ）を用い、オ
リゴマー合成例１と同様の方法で合成を行い、オリゴマーＢを得た。得られたオリゴマー
Ｂの数平均分子量はポリスチレン換算で３２６７、多分散度は１．５０であった。得られ
たオリゴマーＢのＮＭＲスペクトルを図３に、ＧＰＣクロマトグラムを図４に示す。
【００６２】
（オリゴマー合成例３）
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【化１８】

　モノマーとして、１，４－ビス（ピナコルボレート）－２，５－ジシクロヘキシルベン
ゼン（０．４ｍｍｏｌ）、Ｎ－フェニル－３，６－ジブロモカルバゾール（０．３２ｍｍ
ｏｌ）及び重合可能な置換基を有するモノマーＡ（０．１６ｍｍｏｌ）を用い、オリゴマ
ー合成例１と同様の方法で合成を行い、オリゴマーＣを得た。得られたオリゴマーＣの数
平均分子量はポリスチレン換算で２２２８、多分散度は１．３７であった。
【００６３】
（実施例１）
＜オリゴマーの吸収スペクトルの測定＞
　上記で作製した各オリゴマーＡ～Ｃ、またはポリフルオレンのアニソール溶液（濃度１
．５重量％）を、窒素中、石英基板上にスピンコートし、８０℃／１０分加熱乾燥して膜
厚５０～１００ｎｍの薄膜を作製した。この薄膜の吸収スペクトル（測定波長範囲２００
～５００ｎｍ）を、分光光度計（日立製Ｕ－３３１０）を用いて測定した。得られた吸収
スペクトルの接線と、ベースラインとが交差する波長より吸収末端波長（吸収波長の最大
値）を求めた。その結果を表１に示す。
【００６４】
＜りん光材料の発光スペクトルの測定＞
　石英基板上に、トリス（２－（４－トリル）ピリジン）イリジウムを真空蒸着法により
４０ｎｍの厚さで成膜した。この薄膜を、空気中、２５０ｎｍの紫外光で励起し、発光ス
ペクトルを３００～７００ｎｍの範囲で測定した。最大発光波長は５１２ｎｍであった。

【表１】

【００６５】
＜有機エレクトロニクス用材料の発光スペクトルの測定＞
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　上記で作製した各オリゴマーＡ～Ｃ、またはポリフルオレンと、トリス（２－（４－ト
リル）ピリジン）イリジウムの重量比９７：３の混合物を、アニソールに溶解し、濃度１
．５重量％の塗布溶液を調製した。この溶液を、窒素中、石英基板上にスピンコートし、
８０℃／１０分加熱乾燥して膜厚５０～１００ｎｍの薄膜を作製した。
　ついで、得られた各薄膜の発光スペクトルを、３３０ｎｍの紫外光で励起し、分光蛍光
光度計（日立製Ｆ－４５００）を用いて測定した。その結果を図５に示す。図５に示され
るように本発明の有機エレクトロニクス用材料を用いた場合、イリジウム錯体に由来する
５００ｎｍ～６００ｎｍの発光が主たる発光となり、発光効率及び色純度が改善できた。
【００６６】
（実施例２　発光層としての適用例）
＜有機ＥＬ素子の作製＞
　ＩＴＯを１．６ｍｍ幅にパターンニングしたガラス基板上に、ＰＥＤＯＴ：ＰＳＳ分散
液（シュタルク・ヴィテック社製、ＣＨ８０００　ＬＶＷ２３３）を４０００ｍｉｎ－１

でスピン塗布し、ホットプレート上で空気中２００℃／１０分加熱乾燥して正孔注入層（
４０ｎｍ）を形成した。以後の工程は乾燥窒素環境下で行った。
　次いで、正孔注入層上に上記で得たオリゴマーＢ（２０ｍｇ）、トリス（２－（４－ト
リル）ピリジン）イリジウム（０．６ｍｇ）、アニソール（１ｍｌ）を混合した塗布溶液
を、２０００ｒｐｍでスピンコートした後、ホットプレート上で８０℃、１５分間加熱し
て乾燥させ、発光層（８０ｎｍ）を形成した。
　さらに、得られたガラス基板を真空蒸着機中に移し、上記発光層上にＢａ（膜厚３ｎｍ
）、Ａｌ（膜厚１００ｎｍ）の順に電極を形成した。
　電極形成後、大気開放することなく、乾燥窒素環境中に基板を移動し、０．７ｍｍの無
アルカリガラスに０．４ｍｍのザグリを入れた封止ガラスとＩＴＯ基板を、光硬化性エポ
キシ樹脂を用いて貼り合わせることにより封止を行い、有機ＥＬ素子を作製した。以後の
工程は大気中、室温（２５℃）で行った。
　この有機ＥＬ素子のＩＴＯを陽極、Ａｌを陰極として電圧を印加したところ、約８Ｖで
均一な緑色発光が観測された。
【００６７】
（比較例１）
　オリゴマーＢの代わりにポリフルオレンを用いた以外は、実施例１と同様にしてＥＬ素
子を作製した。しかし、緑色発光は観測できなかった。
【００６８】
（比較例２）
　オリゴマーＢの代わりにＣＢＰを用いた以外は、実施例１と同様にしてＥＬ素子を作製
した。しかし、ダークスポットが多数発生し、均一な発光が得られなかった。
【図面の簡単な説明】
【００６９】
【図１】多層化された有機ＥＬ素子の一例を示す概略図である。
【図２】吸収末端波長の測定方法を示すグラフである。
【図３】得られたオリゴマーＢのＮＭＲスペクトルを示すグラフである。
【図４】得られたオリゴマーＢのＧＰＣクロマトグラムを示すグラフである。
【図５】実施例で合成したオリゴマーと、トリス（２－（４－トリル）ピリジンイリジウ
ムとの混合物の発光スペクトルを示すグラフである。
【符号の説明】
【００７０】
　１　発光層
　２　陽極
　３　正孔注入層
　４　陰極
　５　電子注入層
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　６　正孔輸送層
　７　電子輸送層
　８　基板

【図１】 【図２】
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